
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

意見具申に向けた論点整理（案）

資料４

・小笠原諸島の振興開発に係る現状認識 P1
・主な論点
（１）交通基盤の整備 P2
（２）産業振興 P3
（３）生活環境、定住促進 P4-P6
（４）自然環境の保全等 P7
（５）再生可能エネルギーの利用 P8
（６）防災 P9
（７）観光の開発と交流の促進 P10
（８）ＤＸの活用について P11
（９）旧島民の帰島促進 P12

2023.4.4 特別地域振興官

第100回 小笠原諸島振興開発審議会資料



小笠原諸島の振興開発に係る現状認識

１．小笠原諸島振興開発の意義

・小笠原諸島は、東京から南へ1,000Km離れた太平洋上の隔絶した外海に位置。

・昭和19 年、軍属を残して約７千人の住民が本土に引き揚げ、終戦後は米軍の直接統治
下に置かれ、23 年間の空白を経て昭和43年６月に日本復帰。

・令和５年に本土復帰55年を迎える小笠原諸島においては、様々な不利性を克服するた
め、産業の振興や社会資本の整備について諸施策が実施されてきた。

・社会資本の整備が着実に進むなど、一定の成果が見られる。

・小笠原諸島は豊かな自然環境に恵まれ、世界的に見ても特異な生態系を有する重要な
地域であり、他の地域にない魅力・価値を有している。

・一方、生活面等での本土との格差がいまだ残されており、引き続き、社会資本等の整備
を進めていくことが必要。

２．この５年間の動き

・新型コロナの影響により、観光客が大幅に減少。

・新型コロナやウクライナ情勢等の影響により、資源・エネルギー価格が高騰し、物価が
高騰。

・脱炭素社会の実現やデジタル田園都市構想が我が国の重要政策に。

・世界的な安全保障環境の悪化により、有人国境離島としての役割が再評価。
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主な論点（１）交通基盤の整備

○現在唯一の定期交通手段となっている航路の安全、安定的な運航の確保のため、港湾施設の老朽化
対策や防災（耐震）対策の継続的・計画的な推進

○防災や緊急時の安全安心の確保のため、世界的に貴重な自然環境に影響を与えない規模での航空
路の整備

父島二見港の岸壁の老朽化対策
を、実施中。引き続き、耐震対策
の着手を予定している。

父島二見港のクルージング船用の係船浮
標について老朽化対策を予定している。

第11回小笠原航空路協議会より

特に自然環境への配慮が必要となる地域

港湾関係 航空路関係
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主な論点（２）産業振興

○担い手確保が重要な農業・漁業の就業支援のさらなる推進
○特産品のブランド化や付加価値向上に向けた取組の推進
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○簡易水道の整備、学校施設の老朽化対策などの計画的な推進

主な論点（３）生活環境、定住促進①

※小笠原村公共施設等総合管理計画（平成29年3月）より

建築年度別面積（父島） 小笠原小中学校校舎（昭和48年）
は建設後45年以上経過
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住宅の所有状況構成比（主世帯数ベース）
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持ち家 公営・都市再生機構・公社の借家 民営の借家 給与住宅

持ち家、民営の借家の割合が低い

主な論点（３）生活環境、定住促進②

国土交通省 令和５年度新営予算単価より

離島工事指数表
内地の約2.2倍

○民間の住宅供給に対する支援
○住宅の建築コスト対策
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主な論点（３）生活環境、定住促進③

小笠原諸島振興開発計画
（令和元年度～令和５年度）
土地利用計画図

景観形成特別地区
（父島二見港周辺）

土地利用現況（父島 大村周辺）

出典：平成29年度都市計画基礎調査

住宅用地内の未利用地

父島二見港周辺の集落地域の大
部分は景観形成特別地区に指定
されている

○住宅不足を解消するための土地利用計画見直し
○土地利用計画見直しに合わせた住宅整備計画の作成
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○世界的価値を有する自然環境の保全、再生及び継承と、住民及び来島者に対する教育・普及啓発活
動の充実

○自然環境に悪影響を与えないよう、観光等の産業振興における十分な配慮

主な論点（４）自然環境の保全等

►希少鳥類の保全状況

小笠原諸島世界自然遺産地域連絡会議「小笠原諸島世界自然遺産に関する基礎資料集（令和３年度版）」より

►陸産貝類の保全状況
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（参考）小笠原村の太陽光発電設備設置箇所
太陽光発電設置場所 発電容量(kw)
小笠原村診療所 50
地域福祉センター 10
小笠原村情報センター 5.5
都立小笠原高校 20
奥村交流センター 20
母島小中学校 50
母島長浜トンネル（独立） 5
母島ソーラーポンプ場（独立） 32
扇浦新浄水場 22
扇浦交流センター 10.2
小笠原世界遺産センター 5.5
合計（ｋＷ） 230.2

主な論点（５）再生可能エネルギーの利用

○遠隔離島であることや燃料価格の高騰、防災上の観点等を踏まえた自給可能な再生可能エネルギー
の利用促進

東京電力の発電能力（R3）
・ディーゼル発電総出力量

父島 5,200ｋｗ
母島 960ｋｗ

2021年度エネルギー需給実績（速報）参考資料より

発電能力に占める化石燃
料シェアは約89％（R3年）

（全国）

化石燃料シェアは約73％
（2021年度）
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○台風・豪雨、地震・津波等の災害に備えた重要インフラや社会福祉施設の移転等の対策の推進

主な論点（６）防災

※データは「小笠原村公共施設等総合管理計画」
改訂作業中（R5.3）の暫定数値を基に試算

施設類型 区域外 区域内
区域内に立地
する施設割合

スポーツ・
レクリエーション系施設 2 7 77.8%
住宅施設 11 18 62.1%
学校教育系施設 5 6 54.5%
行政系施設 18 6 25.0%
医療施設 3 1 25.0%
その他 35 22 38.6%
計 74 60 44.8%

津波浸水区域内にある公共施設の割合
（小笠原村施設）

※小笠原村HPより

【代表事例：父島（西町・東町・清瀬・奥村地域） 】津波ハザードマップ

約４５％の施設が津波浸水区域内に立地
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一人あたり観光客支出額の推移

パッケージツアー代は増加傾向で推移している

外食代、お土産代は低水準で推移している

○教育旅行の受け入れ等を利用した若い世代に小笠原のことを知ってもらう機会の創出
○オーバーツーリズムを抑制し、観光消費額の客単価を上げる取組の推進

○インバウンドの調査分析に基づくエコツーリズムやアグリツーリズムなど世の中の変化に合わせた新
たな観光のスタイルの開拓

○国内外の地域との交流を促進するための交流の場づくり

主な論点（７）観光の開発と交流の促進

・八丈町による町民の小笠原親善訪問事業
・南アルプス市との
中学生親善交流事業

他地域との交流の例
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主な論点（８）ＤＸの活用について

○内地の高度医療や専門医療を受診するための遠隔診療の導入
○オンラインを活用した教育の強化
○点群データを利用した地形解析等を活用した防災対策の推進
○VRをはじめとするXR等の技術を活用したバーチャルな体験の提供などによる小笠原諸島の魅力の

発信
○フィールドで使えるARナビゲーションの導入などによる観光客の利便性・満足度の向上

XRについて

ARナビゲーション事例

遠隔医療事例（遠隔読影システム）

遠隔教育事例

点群データを用いた３次元図面

※東京都立広尾病院HPより
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○帰島を希望する旧島民を受け入れるための環境整備や帰島促進措置等の施策の継続的実施
○旧島民の3世、4世等の若い世代が積極的に小笠原諸島に触れる機会を作り、小笠原諸島に定住し

てもらえるような施策の実施

主な論点（９）旧島民の帰島促進

旧島民アンケート結果（抜粋）

回答者構成

（年齢別）

（属性別）

帰島希望状況

※発送数630件のうち158件の回答
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早く帰りたい 条件が整えば、帰りたい

今は考えていないが、いずれは帰りたい 今のところ決めていない

帰りたいとは思わない 無回答
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